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特集 ポストコロナで急速に進展するロボティクス4.0革命

Ⅰ　ロボティクス4.0における地殻変動
Ⅱ　変わるロボット企業の戦略─ロボットの活用ノウハウが重要となる時代へ
Ⅲ　ロボティクス4.0時代に求められる産学官での連携戦略
Ⅳ　ロボティクス4.0におけるロボット大国・日本の復活に向けて

C O N T E N T S

要　約

日本におけるロボティクス4.0戦略の方向性
CPS・ロボット革命時代における
ロボット大国・日本の取るべき産学官の戦略

1	 協調・移動機能を基に、あらゆる産業・都市・生活へロボット適用が拡大するととも
に、ロボットのオペレーションシステム（OS）を担うプラットフォームなどのエコシス
テムの整備により、ロボットの水平分業と民主化が進むロボティクス4.0革命が進んでい
る。

2	 ロボティクスが進展する中で、デジタルツインやメタバースといったCPSが現実世界で
の柔軟なロボットのシミュレーションや制御のインターフェースとなる。

3	 こうした変化の中で、ロボット企業の戦略もハードウエアそのものではなく、顧客の経
営・エンジニアリング・オペレーション支援を通じた「ロボット活用を通じた価値」に
シフトしてきている。

4	 日本としてはSociety5.0のコンセプトの下、CPSとロボティクスを掛け合わせた課題解
決型のソリューションを産学官を挙げて創出し、世界に打ち出していくことが重要であ
る。

小宮昌人 岩﨑はるな
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Ⅰ	ロボティクス4.0における
	 地殻変動

第一論考「ポストコロナで急速に進展する
ロボティクス4.0革命」では、ロボットの進
化がもたらすロボティクス4.0革命について
触れた。ロボティクス4.0とは、協調・移動
機能を基にあらゆる産業・都市・生活へロボ
ット適用が拡大する（ロボティクス3.0）と
ともに、ロボットのオペレーションシステム

（OS）を担うプラットフォームなどのエコシ
ステムの整備によりロボットの水平分業と民
主化が今まさに起こっているロボットの進化
の構造である（図 1 ）。

第一論考で触れたとおり、図 2 にあるよう
なエコシステムが創出され、ロボット専門企
業でなくとも、新規参入企業や今までロボッ
ト活用側だったユーザー企業がロボット展開
を行えるようになってきている。

ロボティクス4.0が進展する中で、デジタ

図1　ロボティクス4.0の構造
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図2　ロボティクス4.0におけるロボットエコシステムの構図
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ル世界と物理世界という大きな構造における
ロボットの位置づけは図 3 のようになる。ま
ず、デジタルツインやメタバースといった
CPS（サイバーフィジカルシステム）を通じ
て、変化に対応した柔軟なシミュレーション
がなされる。その結果を基にロボットにフィ
ードバック・制御が行われ、シミュレーショ
ンに基づく動作がなされる。そのロボット
と、人・現場が協調した物理世界の実動作の
データがセンシングされ、CPSに反映される
ことで現況が再現されて、シミュレーション
サイクルがより高度化する、といった流れで
ある。

この構造の中で、ロボットは、デジタル世
界でのシミュレーションを物理世界に反映さ
せるためのインターフェース（接点）として
位置づけられる。これらを構成する上で不可
欠な技術要素は、大きく次の 3 点である。
①デジタルとロボットを融合させるCPS（デ

ジタルツイン・メタバース）
②ロボットを最適に動かすために現況をCPS

に反映させるセンシング

③シミュレーションを基に物理空間で最適に
動作するロボット技術
このうち③については、第一論考で述べた

協調機能と人や障害物との回避を避けること
ができる移動機能である。以下、①②につい
て触れる。

1	 デジタルとロボットを融合させる
	 CPS（デジタルツイン・メタバース）

今までの物理的なPDCAサイクルから、デ
ジタルツインやメタバース空間上を活用した
シミュレーション、デジタル世界で検証を行
った上で物理世界の最終調整を行うプロセス
への転換が起こる。その上で、物理世界の実
行においては、ロボットが重要な役割を果た
す。詳細は第一論考を参照されたいが、デジ
タルツインでシミュレーションした結果を、
物理世界のロボットにフィードバックして連
動するという取り組みがなされている。

CES2022では、ボストンダイナミクスをソ
フトバンクから1000億円以上を投入して買収
した現代自動車が、メタバースとロボットを

図3　ロボティクス4.0時代に不可欠となる技術
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2	 ロボットを最適に動かすために
	 現況をCPSに反映させるセンシング

デジタルツインを通じて最適にロボットを
シミュレーション・制御する際には、設計上
の情報のみならず、現在のリアルタイムの状
況（現況）をCPSへ反映させるセンシング技
術が必須となる。たとえば建築現場では、
日々現場の状況が進捗に応じて変わるととも
に、一時的に置いている建築資材や設計とに
若干のずれも存在する。これらの状況をいか
にCPSに反映し、最適なシミュレーション・
制御を行うかが重要になる。ドローンやクロ
ーラー型四つ足ロボットなどを活用して現場
の状況をセンシング・三次元化し、現況に基
づくシミュレーション・制御を行えるように
するのである。これらの技術は、建築のみな
らず、農業やモビリティはじめ、状況が変化
したり、屋外の広い場所を動作環境としたり
する場合に重要な技術となる（図 5 ）。

接続し、リアル空間にフィードバックさせる
「メタモビリティ」コンセプトを発表した。
メタバースを通じてモビリティロボットを移
動させ、危険地での作業や火星などへの旅
行、遠隔地から韓国にいるペットに餌をあげ
たり抱きしめたりできることを目指すと表明
している。これは現実にも既に産業界で取り
組みが進んでおり、製造業のロボットや建
機、農機などに活用されているほか、都市や
ビルにおいてもBIM情報と連動した動作制御
がなされている。

デジタルツインからロボットを制御する技
術としては、今後より精度向上の余地はある
ものの、先行企業ではデジタルツインで制御
し、精度が求められる残り二割の部分を現場
で調整するなどと振り分け、効果的にデジタ
ルツインを活用したロボット制御を行ってい
る（図 4 ）。

図4　製造業におけるデジタルツインを通じたロボットシミュレーション・制御
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出所）https://www.youtube.com/watch?v＝Sh2tSTbE1uEより作成
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Value）」という観点が重要になってくる。
すべての企業・組織にとって、オペレーショ
ンプロセスよりも、CPSとロボティクスを活
用した上で、社会・経営課題解決などの価値
の違いが差を分けることとなる。これは都
市・行政やあらゆる産業のあり方を変えるこ
とにつながる（図 6）。

次章では、ロボット企業としての戦略の変
化を見ていきたい。

Ⅱ	変わるロボット企業の戦略
	 ─ロボットの活用ノウハウが
	 重要となる時代へ

ロボティクス4.0革命を通じてロボットに
関連するビジネス環境が変化する中で、ロボ
ット企業の戦略も大きく変わってきている。
従来は既存ロボット企業のハードウエアの競
争力が強く、いかに技術的に優れたロボット
を提供できるかが重要な観点であった。しか
し、中国企業の参入・急速な技術キャッチア

3	 V（価値）×デジタルPDCAと
	 現実世界のISMのサイクル

こういった技術要素が組み合わさること
で、都市やあらゆる領域においてCPSによる
シミュレーションを通じた変化への対応、ロ
ボットを通じたその結果の反映、さらにはロ
ボット動作・センシング結果をCPSへフィー
ドバックというサイクルが回る形となる。こ
うすることで実行前にデジタル上でPDCAサ
イクルをシミュレーションした上で、現実世
界ではそのデジタル上でのシミュレーション
や改善結果をインテグレーション（I）で反
映し、センシング（S）結果を基に、さらな
るモデル化（M）を図っていくループが生ま
れる。このPDCA-ISMモデルはCPS・ロボテ
ィクス4.0時代におけるオペレーションの前
提になっていくだろう。

これらが確立してくると、オペレーション
の対応スピードと品質が標準化・高度化する
中で、より上位概念である、何を実現したい
のか、つまり「何を価値にしたいのか（V：

図5　CPSへ現況をフィードバックするために必要となるセンシング技術（例：建設業）

小型レーザースキャナ（Leica社）

クローラー型ロボット（Doxcel社） ドローン（コマツスマートコンストラクション）

出所）（上）https://leica-geosystems.com/ja-jp/case-studies/reality-capture/jp-us-factory-rtc360-case-study、（左）https://www.youtube.
com/watch?v＝0369vlp_fjg、（右）IR資料 https://www.komatsu.jp/ja/-/media/home/ir/library/results/2019/ja/03_komatsudx.pdf?rev
＝3a8d1d7507834eeebe9ecfb809f0b75a&hash＝1310E76BCADA5A49F8AE67D8E76CF12B
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活用を通じた価値」に重要性がシフトしてき
ているのだ。たとえば、製造業向けのロボッ
ト業界では価値起点により図 7 のような構造
へと戦略が変化してきている。

この動きは、ロボット導入が進んでいる製
造業に限った話ではなく、あらゆる領域で共
通の動きとなっている。ハードウエアのロボ
ット提供自体を価値とするのではなく、ロボ
ットを活用した顧客の経営・オペレーション
の変化や課題解決を売りものとしていくこと
が求められているのだ。それぞれのポイント
について触れていく。

1	 変わるロボット企業の戦略（ 1）
	 経営からのトップダウンでの展開

ロボットを活用する工程が複雑化する中
で、導入ユーザーとしての課題は「どのよう
なロボットを調達するか」よりも「どのよう
なビジネス・オペレーションを実現すべき
か」に視点がシフトしている。

たとえば、物流領域でロボット展開を図る
RaaS企業のプラスオートメーションやIT企

ップをはじめ、ハードウエア自体のコモディ
ティ化が進んでいる。その中で、ロボットメ
ーカーの戦略としては、ハードウエア戦略と
ともに掛け合わせとしての次の観点が重要に
なっている。
①経営からのトップダウンでの展開
②エンジニアリング段階からのロックイン
（標準モジュール展開）

③サービス型事業を通じたオペレーション支援
前述のとおり、このロボットを通じてどの

ような価値を提供できるのかが最も重要にな
ってくる。特にロボットは長らく技術の象徴
としての位置づけであったことからも、開発
者や展開企業としても「要素技術」に焦点が
当たりがちである。つまり、いかに高度なロ
ボットをつくれるかが競争力と考えられてき
た。しかし、技術革新や、中国企業による急
速なキャッチアップ、ロボットのOSを支え
るプラットフォーマーの登場などを通じて、
要素技術自体は急速にコモディティ化してき
ている。他業界同様に技術の結晶であったロ
ボットも、ロボット自体ではなく「ロボット

図6　CPS・ロボティクス4.0におけるフィードバックサイクル

CPS・ロボティクス4.0時代の「V×PDCA／ ISMモデル」
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レーションのモデルを変えるのかといったト
ップダウンのアプローチの掛け合わせが重要
となる（図 8 ）。

2	 変わるロボット企業の戦略（ 2）
	 エンジニアリング段階からの
	 ロックイン

ロボットを活用するオペレーションがあら
ゆる産業で複雑化する中で、ユーザー企業側
でハードウエアや周辺機器・ソフトウエアを
個別に選択・インテグレーションすることは
難しくなってきている。このことから、顧客
のオペレーション・導入工程自体のエンジニ
アリング段階から支援・スペックインするこ
とや、顧客のエンジニアリング負荷を最小化

業のGROUNDは、物流業の顧客企業に対す
るコンサルティングを強化している。特にロ
ボット導入が製造業と比較して広がり切って
いない物流領域では、ユーザーに対する教
育・啓発やコンサルティングが欠かせない。
また、製造業領域でもFA（ファクトリー・
オートメーション：自動化支援）企業のボッ
シュは「ボッシュコンサルティング」を設立
し、モノづくりのあるべき姿を経営陣への訴
求することで、自社商材の導入提案につなげ
ている。今までロボットがあまり導入されて
いない新たな産業や、新たな技術コンセプト
を訴求する上では、現場に対する技術面での
ボトムアップの提案と、経営レイヤーへのビ
ジネスインパクトや、いかにビジネス・オペ

図7　製造業におけるロボットメーカーの戦略シフト
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3	 変わるロボット企業の戦略（ 3）
	 サービス型事業を通じた
	 オペレーション支援

製造業の設備投資は景気や業績の変動によ
る影響を受けやすい上、既存製品のコモディ
ティ化・価格競争も激化している。そのよう
な中で、顧客のオペレーションに入り込み、
自社製品が活用される形でビジネスを推進す
る必要がある。ハードウエアやソフトウエア
といった製品単位で提供するのではなく、顧
客のオペレーション自体を支援・代替し、リ
カーリングモデルで課金し、その中に自社商
材を組み入れるのである。

するモジュール・パッケージ商材の開発が重
要となる。

製造業ではロボットを活用したラインモジ
ュールを展開し、プラグアンドプレイ（イン
テグレーション・調整を最小化して現場で活
用できるモジュール）で製造ラインに活用で
きる商材開発が進むほか、農業分野では収穫
ロボットに最適化された栽培ハウス自体をパ
ッケージ化して展開するなどのことがなされ
ている。自社のコア顧客への深い洞察、もし
くは顧客動向を掴んでいるインテグレーター
との連携により、競争力のある商材を開発し
ていくことが重要となる（図 9 ）。

図8　経営レイヤーからのトップダウンアプローチ

本社経営層

工場長

工程間（複数工程）
の管理者

工程間（複数工程）
の管理者

工程A
担当者

工程B
担当者

工程C
担当者 …

● 業界によっては工程間を管理する専門部署がない
● 生産技術は生産設備を優先し、生産管理はそもそも予
算がない

現場からの新しい技術・コンセプトの導入は生まれ
にくくPoC止まりとなる

● 経営レイヤーに対するコンサルティング・教育を通じ
て入り込み、ニーズに合ったソリューションを提案し
ていくことが求められる

● あるべき経営・オペレーションの姿から、ROI観点の
みで判断しないアーリーアダプタとなる経営者を巻き
込んでいく必要がある

図9　エンジニアリング段階からのロックイン

MUJIN：汎用ばら積み
ピッキングパッケージ

AGRIST（農業収穫ロボット）
収穫ロボットに最適化された栽培ハウス展開

出所）左：https://www.mujin.co.jp/solution/fa/picking/　右：https://agrist.com/products/farm
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可能な工程から始め、顧客からのニーズに対
応できる範囲を広げていくことが求められる。

4	 求められるヨコ×タテの視点：
	 誰の課題をどのレイヤーで
	 解決するのか

ここまでロボット企業の戦略の変化を見て
きたが、「いかにハードウエアとしてよいロ
ボットを開発・展開するか」から、ロボット
を起点として「いかに価値を出すか」が重要
になってきている。ハードウエア起点ではな
く、社会・都市、産業、生活といった社会・
経営・業務課題を、どのように、どのレイヤ
ーで解決し、価値を出すのかが問われる。後
述する社会インフラ点検ロボットを展開する
イクシスでは、自社の価値レイヤーをロボッ
ト自体ではなく、ロボットを通じて社会イン
フラをセンシングして生成される「デジタル
ツインデータ」と位置づけている。ロボット
産業においては先端の技術活用やロボット自
体の性能向上に重点が置かれてきたが、今後
のロボットの社会実装では、要素技術を前提
に置いた上で、いかに価値を出すかにフォー
カスを合わせた戦略が求められる。このこと

こうしたアプローチにより、顧客の初期投
資額・ハードルを下げることで導入を促進で
きる。特に新たなコンセプトの訴求や、機器
コストが高い領域では有効な戦略である。た
とえば、農業収穫ロボットのinahoは、アス
パラガスなどの収穫量に応じた成果報酬型の
導入を行っている。また、鹿島建設では自社
開発した溶接ロボットを活用して他社の施工
も含めて請け負う事業を、子会社の鹿島クレ
スを通じて展開している。この戦略は顧客の
オペレーションに入り込むことにより、ユー
ザー製造業のオペレーションに即した先端の
課題やニーズをつかみ、新たなソリューショ
ンやサービス開発に活かすことができる。

代理店・インテグレーターを通じて顧客へ
の販売をメインのビジネスモデルとしているロ
ボット企業としては、先端顧客ニーズを把握
することが非常に有効なアプローチとなり得
る。一方で顧客のオペレーションに対する深
い理解が必要となるため、特に初期段階はタ
ーゲットを絞った展開が肝要である。自社や
コア顧客と工程・オペレーション特性が近い
領域や、搬送・検査などのノウハウ・オペレ
ーションで領域共通の部分が多く、横展開が

図10　ロボティクス4.0時代に求められるヨコ×タテの視点

社会・経営・業務課題

社会・都市 産業 生活

コンサルティング

データ

サービス・App

エンジニアリング・SI

デジタルツイン

ソフトウエア

OS・アルゴリズム

機器・コンポーネント

【ヨコの視点】 どの領域の何の価値で尖り、
どこへ横展開させていくのか

【タテの視点】 どのレイヤーで
価値を出すのか

製造業 建設業 物流

医療 介護 サービス

飲食店 ビル インフラ

農業 モビリティ …

ロボット（作業・業務・搬送／
モビリティ・ドローンなど）
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日本としては、2020年11月に発表されたサ
ステナビリティが重要コンセプトとして設定
されているドイツのインダストリー4.0 Vi-
sion2030や、21年 1 月にサステナビリティ、
人間中心、レジリエンスをコンセプトに発表
された欧州委員会によるインダストリー5.0に
かなり先んじる形で、16年に技術そのもので
はなく社会課題解決に力点を置いた人間中心
のスマート社会コンセプトであるSociety5.0
が提唱されている。しかし、このSociety5.0
はまだグローバルで存在感を発揮できておら
ず、今後はこれらSociety5.0のグローバルで
のユースケース開発や仲間づくりを通じたス
ピード感をもった展開が求められる（図11）。

こうしたSociety5.0コンセプトに基づく社
会課題解決をはじめとしたロボット活用価値
の訴求にあたっては、次のようなアクション
が重要となる。

方向性 1 　国を挙げた産学官での競争・協調
領域の振り分け

方向性 2 　産官学連携ロボティクステストベ
ッドの整備とデジタル実証フィー

は、個別企業の戦略のみならず、後述する産
学官での産業全体としての政策・戦略にも関
連する（図10）。

Ⅲ	ロボティクス4.0時代に
	 求められる産学官での連携戦略

第二論考「学官におけるロボティクスのグ
ローバルトレンド」で触れたとおり、欧・
米・中は産学官連携で国を挙げたロボット産
業の強化に取り組んでいる。日本でもロボッ
ト企業複数社による個別戦略とともに、産学
官を挙げて競争力強化に取り組む必要がある。

日本は要素技術の開発に強みを有してきた
が、これらの要素技術は中国をはじめとした
他国企業のキャッチアップや、ロボットOS
を支えるプラットフォーマーの登場などによ
り急速なコモディティ化が進んでいる。ロボ
ットの価値が要素技術ではなく、ロボット活
用による社会・経営・オペレーションの変化
へとシフトしてきているのだ。日本の産学官
連携として、今までの要素技術から、より活
用側に力点を置いた動きが求められる。

図11　ロボティクス4.0時代に求められる日本の産学官戦略

これからの
日本の注力領域

従来までの
注力領域

ロボット要素技術
ハード／ソフトウエアなど

①国を挙げた産学官での競争・協調領域振り分け・強みとなるモジュールの集中開発
②産官学連携ロボティクステストベッドの整備と、デジタル実証フィールドの展開
③ロボットSIer・ラインビルダーの戦略的育成
④Society5.0／ SDGs・社会課題と掛け合わせたロボット展開

中国のキャッチアップ、ロボットプラットフォーム
の登場（急速なコモディティ化）

ロボット活用による価値創出（社会課題解決、経営・オペレーション変革）

ロボットインテグレーション（コンサルティング・エンジニアリング・導入支援）

ロボット要素技術
ハード／ソフトウエアなど

ロボット要素技術
ハード／ソフトウエアなど
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中投下する「①競争領域」と、産学官を挙げ
た連携で展開をしていく「協調領域」であ
る。さらに協調領域は、産学官が連携して共
通開発をした上で、日本の競争力として③協
調活用する領域と、水平分業の中での②戦略
的外販領域に分かれる。

産学官連携で協調領域の引き上げができれ
ば、それを水平分業の中で、ロボットプラッ
トフォームとして外販展開していくことにも
つながる。前述のロボットエコシステムを意
識した上でのポジショニング検討が求められ
るのである。今まではロボットや機器メーカ
ー各社個別の展開が見られたが、近年では価
値を起点とした連携も見られる。たとえば都
市・ビル領域でのベンダーフリーでのエレベ
ーター・ロボット連携などである。こうした
産学官連携での産業強化に向けた動きをさら
に加速させるには政府による旗振りが求めら
れる。

また、協調領域においては、アジア諸国な
どとの連携も重要となる。技術供与・連携を
通じて仲間づくりを進めるとともに、各国が
ロボット技術について強化を図っていること
から、外交カードとしても戦略的に活用する
ことが求められる。たとえばタイにおいて
は、大手自動車企業のソンブーンが中国のロ
ボット企業の新松と合弁会社を設立し、自社
内のロボットインテグレーションとタイ国内

ルドの展開
方向性 3 　ロボットSIer・ラインビルダーの

戦略的育成
方向性 4 　Society5.0／SDGs・社会課題と掛

け合わせたロボット展開

	方向性 1　国を挙げた産学官での競
争・協調領域の振り分け

ロボットのハードウエア自体のコモディテ
ィ化や水平分業・民主化が進む中で、いかに
競争・協調領域を振り分けて戦略的にロボッ
ト産業を強化していくのかが問われている。
前述のとおり、個別の要素技術自体よりもそ
れを活用していかに価値を出していくかとい
う方向に、ロボット産業としての重要性がシ
フトしている。その観点から、産業全体とし
ての図12の議論が必要となる。

グローバルで競争が激しくなるとともに水
平分業化・民主化が進む中で、各社がリソー
スを分散していては産業としての競争力を失
いかねない。そこで、日本としては価値創出
に向けて注力するコア領域と非コア領域に大
きく振り分ける必要がある。非コア領域と
は、他国の既存技術やオープンソースを活用
することが有効である領域である。その上
で、コア領域についてより分解レベルを上げ
る必要がある。コア領域とは、各社が価値創
出に向けて企業の競争力としてリソースを集

図12　日本の産業全体として求められる競争・協調領域の振り分け

コ
ア
領
域

協
調
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域

④非コア領域

①競争領域 各社が個別の競争領域として価値を出す領域

共通で活用できる要素技術開発し、他国企業へ戦略的に外販をしていく領域
（国を挙げたソリューション外販）

共通で活用できる要素技術を実施する領域

リソースの投下はせず既存の技術を活用する領域

②戦略
外販領域

③協調
活用領域
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での外販を図っている。現地でのロボット市
場が急速に立ち上がる中で、新興国の連携プ
レイヤーは取り合いになっている。アジア・
新興国での仲間づくりも念頭に置いたスピー
ディな展開が重要である。

	方向性 2　産学官連携ロボティクス
テストベッドの整備とデジタル実証
フィールドの展開
（1）	 産学官連携でのロボティクス実証テスト	
	 ベッドの設置促進

ロボットソリューションを開発・実用化す
るには、ユーザーの課題・ニーズに基づく、
現実に近い環境での実証が不可欠である。そ
の観点から産学官が連携した実証フィールド
の提供が求められる。製造業における実証テ
ストベッドのあり方としては「Learning 
Factory」というデモファクトリー型のテス
トベッドがグローバルで広がっている。工科
大学などに産学官連携で先端のハードウエ
ア・ソフトウエアを活用したデモ製造ライン
を設置し、ユーザー製造業や周辺企業が活用
してソリューションを検討することで、顧客
のニーズ・課題に基づくイノベーション創出
を図るのである（図13）。

製造業における実証ラインのように、あら

ゆる産業や都市にロボットの適用が広がる中
で、いかに実証フィールドを整備するのかが
重要になる。たとえば移動ロボットでは、法
規制によって公道での実証実験がなかなかで
きず、開発・検証のサイクルスピードも十分
ではなく、欧米や中国に後れを取ってしまっ
ているという現状もある。日本においてもい
くつか拠点が設置され始めたが、スタートア
ップや研究機関なども広く活用できるよう、
産学官連携でのさらなる実証型テストベッド
拡大が求められる。

（2）	 メタバース空間を活用したロボティクス
	 のデジタルPoCの展開の可能性

これらの実証においては、現在、技術革新
が進むメタバース空間の活用を通じたデジタ
ルPoCの展開も有効である。図14はホンダに
よるUnity活用の例であるが、ゲームエンジ
ンなどで仮想的に都市空間を生成し、新規技
術をシミュレーションすることができる。
3Dモデル自体も物理的な条件を含めること
ができ、ゲームエンジン活用で効率的に実証
フィールドを生成し、現実に近い条件での実
証が可能となっている。ラストワンマイル配
送の実証は規制が緩和されるなど、現実空間
での実証は実施しやすくなっているが、より

図13　実証型ロボティクステストベッド

利用、データ・課題蓄積

ロボット提供 ソフトウエア提供
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都市・産業ユーザー

ロボット企業 ソフトウエア企業

ユーザー課題・ニーズに基づく
イノベーション創出

研究機関／大学 政府・省庁

都市・産業ユーザー

実証型ロボティクス・テストベッド
デモ製造ライン・都市フィールドなど

研究者
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高速に経験・実証を行い、精緻な実証結果を
得ていく上では、これらのメタバースを活用
したデジタルPoCとの組み合わせがより加速
していくことが肝要である。

（3）	 行政による点群データを活用した
	 デジタル実証フィールド

国土交通省による3D都市モデルの「PLA-
TEAU」の展開や、「VIRTUAL SHIZUOKA
構想」で静岡県が県の三次元点群データの公
開に取り組んでいるが、行政が取り組むこれ
らの三次元データは、より現実空間を加味し
たデジタル実証フィールドとして機能する。
静岡県は点群データを活用して、自動運転用

の三次元地図を提供するダイナミックマップ
基盤と連携し、自動運転の実証を加速させて
いる（図15）。

また、欧州のゲーム会社によって、静岡の
公開点群データを活用した新たなレーシング
ゲームが作成されるなど思わぬグローバル連
携も生まれたという。静岡県や東京都、国土
交通省など、行政の三次元データ化・公開が
日本全体で進みつつある中で、行政の持つデ
ジタルデータが、ロボットを活用したイノベ
ーション創出につながっていくことを期待し
たい。

	方向性 3　ロボットSIer・ラインビ
ルダーの戦略的育成

ロボットの実導入拡大に向けては、ロボッ
トシステムインテグレーター（ロボットSIer）
の存在が不可欠である。ロボットの工程が複
雑化する中で、顧客の経営・オペレーション
課題からロボットを最適にインテグレーショ
ンするロボットSIerの育成が重要となってい
る。ただし、たとえば製造業においては、ラ
イン全体のエンジニアリングから導入までを
担えるラインビルダーといった企業を除き、
ロボットSIerの多くは中堅・中小企業が多い。

ロボティクス4.0が進む中で、日本のあら
ゆる領域においてロボットSIerの質的・量的
な拡大・成長が不可欠となっている。その戦
略的育成の方向性としては次の二点が挙げら
れる。

（1）	 ロボットの使いこなしに長けた
	 企業のロボットSIer化

ロボットSIerにとって重要な点は、顧客の
経営・オペレーション課題を理解し、ロボッ

図14　ホンダによるUnity活用の例

図15　静岡県による「VIRTUAL SHIZUOKA」点群データ

出所）Unityブログより作成
https://blog.unity.com/ja/manufacturing/empowering-hondas-designers-to-
create-beautiful-interactive-presentations-in-1-day

出所）静岡県プレゼンテーション資料より作成
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トを使いこなす方法を提示することである。
その点で大企業、特にロボット活用が進む製
造業には、社内にロボットを使いこなしてラ
インを検討する生産技術・ノウハウが蓄積さ
れており、ロボットSIer展開にあたっての強
みを有しているといえる。

これらは暗黙知として蓄積されているもの
の、ロボットSIerとして他社展開をするため
に可視化・商材化できていないケースが多
い。そのような大企業に対して、自社生産技
術ノウハウの標準化に向けたロボット工程の
3D化・デジタルツイン化、および生産技術
の外販に向けたコアソリューション開発の
PoCに対して補助金制度・支援を実施するこ
とは手段の一つとなる。大企業が持つロボッ
ト活用のノウハウを、他製造業のみならず他
業界に転用していくのである。

たとえばデンソーは、製造業で培ったロボ
ット活用ノウハウを農業や医療に転用してい
るが、製造業が他領域も含めた産業横断での
ロボットSIerとして展開するポテンシャルは
高い。日本としては、これらのロボティクス
4.0時代の強みとなる技術・ノウハウを、競
争力に変えて展開していくことが求められる。

（2）	 戦略的なロボットSIer育成のための
	 コンソーシアム形成

また、日本の大きなロボットSIerの課題と
しては、規模が限定的な事業体であることか
ら、①カバーできる産業工程に限りが出てし
まう、②ソリューション開発などのR&Dに
リソースが割けない、③顧客の個別ニーズか
ら標準解を見いだす人材育成ができない、な
どがある。日本のロボットSIerは、カバー範
囲を拡大して、特定のロボット導入工程のみ

ならず、製造ラインや顧客オペレーションを
統合的に支援できる形へ強化することが重要
である。そのためには、M&Aなどの合従連
衡もそうであるが、コンソーシアム型（複数
団体での共同事業体）で受注を拡大する仕組
みづくりも求められる。

たとえば製造業の領域では、FAプロダク
ツやオフィスエフエイ・コムなどが主幹事と
なり、ミツイワなどがパートナーとして

「Team Cross FA」を2019年に結成してい
る。こういったロボットSIer間での緩やかな
連携や、相互協力の上での競争力拡大が進む
ことが期待される（図16）。

単独でのカバー範囲の拡大やR&Dに限界
のあるロボットSIer支援に関しては、彼らを
組織化し、産学官でロボットSIerのコンソー
シアムの設立・運営に対する支援を実施する
ことが有効ではないだろうか。コンソーシア
ムを通じて、共同営業活用、共同購買、ロボ
ット導入工程メニューの共同開発、ノウハウ
共有などを行うのである。その際に課題とな
るのが、顧客の潜在ニーズ・課題から提案内
容を構想し、タスクを定義する顧客対応業務
である。中小ロボットSIerでは、この潜在ニ
ーズから提案構想を行うリソース・ケイパビ
リティが不足しているケースが多い。

そこで、まずコンソーシアム内で顧客対応
機能を設置して、政府のネットワークの下、
前述したような生産技術力の蓄積のある大手
製造業OBらがノウハウを供与し、その機能
を強化していく。その上で、コンソーシアム
で受注したライン案件を顧客窓口機能がタス
ク定義を行い、各ロボットSIerに分担する役
割を担うという流れである。このようなロボ
ットSIerの育成においても政府が先頭に立っ
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間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に
融合させたシステムにより、経済発展と社会
的課題の解決を両立する、人間中心の社会

（Society）」を意味する。高齢化や都市イン
フラの老朽化などの課題を抱える日本として
はSociety5.0のコンセプトの下、CPSとロボ
ティクスを掛け合わせた課題解決型のソリュ
ーションを創出して世界に打ち出していくこ
とが重要である（図17）。

現在、グローバル全体でSDGsに基づく経
営やオペレーションが必須となってきてい
る。行政によるデジタル実証フィールド展開
の可能性は前述したが、都市や産業における
課題を実証の起点として、ロボティクスソリ
ューションを戦略的に展開していくことは日
本のロボット産業の競争力の源泉となり得
る。次項ではその戦略の関連として、SDGs
に即したロボティクス展開の事例について触
れたい。

て支援することが求められる。

	方向性 4　Society5.0／SDGs・社会
課題と掛け合わせたロボット展開

前述のとおり、ロボティクス4.0時代にお
いてロボット企業はハードウエア自体ではな
く、ロボットを通じてどのような価値を提供
するかが重要になっている。どの価値を提供
していくかに関して、第Ⅱ章で触れたユーザ
ー企業・業界の課題・オペレーションに基づ
いたソリューション型の展開とともに、社会
課題に即した展開は日本の一つの方向性とな
り得る。

（1）	 Society5.0 ／SDGsとロボティクス
	 の関連性─社会課題解決における
	 ロボティクスの重要性

Society5.0とは内閣府が提唱している科学
技術政策であり、「サイバー空間（仮想空

図16　ロボットSIerコンソーシアム構造

エンドユーザー：コンソーシアムにラインを発注

コンソーシアム 窓口機能（ニーズ解釈、上流構想、タスク設計）

ロボットSIerコンソーシアム（政府支援で組成）
受注

タスクアサイン

ロボットSI ロボットSI ロボットSI

人材・ノウハウ

人材・ノウハウ

【政府支援】 コンソーシアムの立ち上げ、
活動を支援
▶ロボットSIerによる共同受注、共同
購買、共同R&D、海外展開、ノウハ
ウ共有

【政府支援】 大手製造業生
産技術OBなどの知見者の
ネットワーク紹介

【政府支援】 ロボット間での共同
R&Dの支援（補助金など）

共同開発支援

高専・大学・
研究機関

大企業OB
（製造業出身など）

都市・産業（製造・建設・物流・医療・
農業など）
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地・新興国での医療サービス提供においてロ
ボットが効果的に活用されている。CES2022
でイノベーションアワードを受賞している日
本のスタートアップWHILL社は、車いすの
イメージを変えMaaSなどとも連動した次世
代パーソナルモビリティを提供している。ま
た、技術を持つ医師がいない新興国などで

（2）	 SDGsとロボティクスの関連性─
	 社会課題解決におけるロボティクスの
	 重要性

SDGsとは持続可能な開発目標を指し、
2015年 9 月の国連サミットで加盟国の全会一
致で採択された「持続可能な開発のための
2030アジェンダ」に記載された、30年までに
持続可能でよりよい世界を目指す国際目標で
ある。SDGsは国際社会における政策や、企
業の戦略において重要性が増しているが、こ
のSDGsの実現とロボティクスとは密接な関
係性がある。図18はSDGsの目標とそれに対
応したロボットスタートアップの一例である。

SDGs例＃3　すべての人に健康と福祉を
#3の目標である「すべての人に健康と福

祉を」では、移動困難者に対してパーソナル
モビリティを活用した移動の提供や、過疎

図17　Society5.0のコンセプト

出所）内閣府資料より作成

図18　SDGsに対応した主なロボットスタートアップの展開

● WHILL社（日）
● パーソナルモビリティ×MaaS
● MaaSとも連動した次世代車いすを通じて車いす
の移動のイメージ変化・一般化へ

● オリィ研究所（日）
● 分身ロボットカフェ DAWN ver.β
● 遠隔操作ロボットを活用した外出困難者の就業機
会の創出

● イクシス（日）・HIBOT社（日）
● 点検ロボット
● 点検ロボット・デジタルツイン化を通じた社会イ
ンフラ老朽化対応

出所）国際連合Webサイトより作成
https://www.un.org/sustainabledevelopment/
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いては、ダイバーシティの観点からもロボッ
トが重要な役割を果たす。オリィ研究所は、

「分身ロボットカフェDAWN ver.β」という
外出困難者が遠隔操作ロボットで勤務できる
環境を整備することにより、インクルージョ
ンを実現している（図20）。また、農業の収
穫ロボットを展開するAGRIST（アグリス
ト）は農業と福祉の連携として、遠隔操作を
通じた農業での福祉就業支援を図っている。
こうしたロボットは、病気や障がいなどによ
り今まで物理的に就業が難しかった人への

「働きがい」を提供することにつながってい
る。

SDGs例＃9　産業と技術革新の基盤を
つくろう

社会インフラの維持は社会問題となってい
るが、日本からこれらを解決するロボットス
タートアップが生まれている。イクシスは点
検ロボットを通じて橋梁をはじめとした社会
インフラのデジタルツインを生成し、その管
理に貢献している。その他、hibot社も同様
に配管などの狭隘空間や危険な場所の点検を
通じ、インフラの維持に貢献している。これ
により、人が入れない場所や、人の目では検

は、これまでも遠隔手術ロボットによる医療
の遠隔提供が模索されている。手術ロボット
としては米Intuitive Surgical社の「ダビンチ」
が世界で広がっているが、日本においても川
崎重工業とシスメックスの合弁会社である
medicaroid社が国産手術ロボット「Hinotori」
を開発・展開している。今後、遠隔ロボット
やモビリティロボットを通じた医療・福祉の
充実が期待されている（図19）。

SDGs例＃8　働きがいも経済成長も
すべての人に働きがいを提供することにつ

図19　左： WHILL社のパーソナルモビリティ／
右： medicaroid社の手術ロボット「Hinotori」

出所）WHILL社、medicaroid社

図20　オリィ研究所の「分身ロボットカフェ DAWN ver.β」

出所）分身ロボットカフェ DAWN2021 Webサイトより作成
https://dawn2021.orylab.com/
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ともに、CPSでのシミュレーション結果を物
理空間にフィードバックする接点としてのロ
ボティクスの重要性が増すからである。ロボ
ット大国として、鉄腕アトム、ドラえもんと
いったアニメーションで新たなロボットの使
い方や夢を見せるだけでなく、高精度な技術
を生み出してきた日本のロボット産業が、
CPS・ロボティクス4.0時代に再び世界で輝く
ことを期待し、特集の筆を置くこととしたい。

著 者

小宮昌人（こみやまさひと）
野村総合研究所（NRI）グローバル製造業コンサル
ティング部主任コンサルタント
専門はプラットフォーム戦略などのビジネスモデル
変革、デジタルツイン・産業メタバース活用、FA・
インダストリー4.0対応、ロボティクスなど。近著に

『製造業プラットフォーム戦略』（日経BP）、『日本型
プラットフォームビジネス』（日本経済新聞出版社）

岩﨑はるな（いわさきはるな）
野村総合研究所（NRI）グローバル製造業コンサル
ティング部コンサルタント
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討支援、スタートアップ連携支援、特に、インダス
トリー4.0対応、ロボティクスやオートメーション、
Additive Manufacturingなど

知し切れないリスクや危険を認識し、生活を
維持する上で重要なインフラを守ることに貢
献している（図21）。

その他、ゴミ処理や環境系のスタートアッ
プも多く生まれている。水中ゴミを除去する
水中ドローンロボットや廃棄物自動選別ロボ
ットなど、SDGsで目標に掲げられているう
ち地球環境を維持する上で重要な「#14 海の
豊かさを守ろう」「#15 陸の豊かさを守ろ
う」を実現するためにもロボットは欠かせな
い。さらには海・陸の枠組みを超えて、宇宙
ゴミを除去するアストロスケールといった日
本のロボットスタートアップも生まれてい
る。

日本は社会や環境と共存する技術展開を強
みとしてきた。ロボティクス革命時代、SDGs
時代において、日本が地球環境や人にやさし
い技術展開を通じて世界で存在感を発揮する
ことが望まれる。

	おわりに：ロボティクス4.0に
	おけるロボット大国・日本の復活
	に向けて

ここまで三本の論考を通じて、ロボティク
ス4.0の変化と日本の位置づけ、日本として
取るべき戦略について触れてきた。

今までのDXでは、デジタル技術を有する
企業に押され、ハードウエアに強みを持つ日
本の存在感は低迷していたが、CPS（デジタ
ルツイン・メタバース）と連携された世界に
おいてはロボティクスを活用した逆転のチャ
ンスが生まれる。CPSとしてフィジカル領域
でどれだけのノウハウやデータを持っている
かが、デジタル領域での競争力を左右すると

図21　インフラ点検ロボット　左：イクシス 右：hibot社

出所）イクシス、hibot社




